
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 7年度 事 業 報 告 書

些」二三出期E堕:勘塗ム=_文」り:塾製二童適:宝:21圭阻ユ雪E廼コIttl畳重

1 事業の成果
都内およびその他の遺跡・遺構を主な対象として事業を進め、遺構や遺物の 3D計測を実施した。主

に、墨田区教育委員会、文京区教育委員会等の実施する文化財保護法 92条・99条に伴う埋蔵文化財の試

掘・本発掘調査、および整理・報告書作成業務を受注し、事業を実施した。

また、文化財・文化遺産の教育普及を目的に研究会を 2回開催した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 〈事業費の総費用 【32,996】 千円 )

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

文化財 。文化
遺産の 3D計測
による記録、
保存、公開、活
用

遺構・遺跡出土品の 3D計
測 (metashapeによるモ
デリング)‐

5月 ～ 7

月、 10～

3月

墨田区 1名

自治体文

化財保護

部局、大

学、調査

財団 等

100名程
度 3,299

地域や学校で
の講演会や見
学会の開催に
よる文化財・

文化遺産の教
育普及事業

研究会・講
おける発表

演会その他に
。講演・講義

6月 、3月

都内その

他 (Web

上)

10名 程

度

発注者、

一 般 市

民、研究

会参加者

50名 程
度

0

文化財保護法
に基づく埋蔵
文化財の発掘
調査

文化財保護法第92条や第

99条に基づく発掘調査

を実施し、発掘調査によ

って得られた記録を成果

として報告書として刊行

する。また、都道府県や

区市町村、民間発掘調査

組織等が実施する発掘調

査やその報告書作成に伴

って生じる事業 (出土遺

物の鑑定 。図化等)を実

施した。

通期

墨田区、

文京区

その他

2名

自治体文

化財保護

部局、大

学、調査

財団 等

一般市民

100名程
度 29,697



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【0】 千円 )

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

以下余白



活  動  計  算  書

令和 7年 4月 1日 か ら令和 8年 3月 31日 (決 算 )ま で

法人名

事業名

特非)文 化遺産と考古学の学際的調査研究機
法人全体 (単 位 :  円 )

増   減前 年 度科 目

19,017,293
19,017.293

11.749

11.749

26.601,050
26,601.050

715

715

45,618.343
45.618.343
12,464

12,464
19.029.04226.601.76545. 630,807

12.801,448
68.691

2.058

52,224

8.927

2,700

26.328

12.640.

955.

11.

△99.

△78,

△39.

33.

631,

12.

l,

358.

13.

7.

104,

520

516

031

289

595

690

372

200

70(〕

650

200

200

200

537

20. 195,060

192.620

10,

19,967.

1,363,

37,

99.

161.

39.

17.

222,

24.840

8.580

483.500

293.700

000

600

542

330

289

770

690

683

000

32,996.

261.

2.

52.

33.

2.

26,

10.

32.608.

2.319.

48.

51.055

853.200

12,700

10,230

841.700

306.900

7.200

104,537

175

508

311

058

224

767

700

328

000

120

058

361

13,756.96421.558,60235,315,566
5.272.0785.043.16310.315,241

5.272.0785,043. 16310.315.241

5.272.0785.043. 16324110.315
0991, 532092 10912 624.208

3.739.9797.691.033 3.951.054
3.951.0543.634,124 △316.930
7.691,0333.634. 12411.325.157

3.634. 124 7.691.03315711.325

一 般 正 味 財 産 増 減 の 部

経  常  増  減  の  部
経 常 収 益

事 業 収 益

発 掘 調 査 事 業 収 益

雑    収    益

受   取   利   息
経 常 収 益 計

経 常 費 用

事     業     費

税   公
払  委  託
収 不 能 引 当 金 繰 入

議

常  費  用
:千 価損査等調整前当期経常増減額

法人税 、住 民税及び事業税

当期 一般 正 味 財 産 増 減 額

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

Ⅱ指 定 正 味 財 産 増 減 の 部

当期 指 定 正 味 財 産 増 減 額

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高

Ⅲ 正 味 財 産 期 末 残

費

外

公

耗 口
印

払

務

税

払

管 理 費

信

外

耗

熱

代

外

外

外常

経

経

経

外

交

慶

険

手

用

委

運

慶

繕

水

活

手

通

弔

　

　

数

品

託

　

搬

弔
　
　
　
料

品

　

　

　

家

旅

渉

消

保

支

事

租

支

　

通

渉

消

修

光

地

広

支

租

支

徴

会

経

費

費

費

料

料

費

課

費

　

費

費

費

費

費

賃

費

料

課

費

額

費

計

常

　

常

常

の

収

収

費

費

増

―

益

　

．
ロ

報

払

動

数

経

減

期

増

価  損 等  計
減 額

・
額
闘

計

　

計

減

増

益

益

用

用

増

財

外

正

常

一

経

期

期

前

当

税

評

当

外

常

常

経

経



`義

:  イ昔
令和  8年  3月 31日 現在 (決 算 )

特非 )文 化 遺産 と考古学 の学 際的調査研究機
法 人全体

文寸   貝魚   i豪モ

法人名

事業 名
(単位 :  円 )
増    減前 年 度当 年 度目科

15.355,398
15,355,398
△4.996.079
△54,190
△7.200

6.408,999
6.408, 999

6. 201.899

108,379

21,764,397
21,764, 397

1.205.820
54.189
△7.200

10.297,92912,719,27723,017.206
10.297.92912,719,27723,017.206

349

306

839

800

300

▲219,

949.

345.

530.

6.581,330
5, 818

922.505
483.500
1.092,000

6.361.981
6,124

1.872,344
829,300
2.622.300

2.606.8969,085.15311,692.049
2 606.8969,085.1坦04911,692

7.691.0333.634、  124H.325.157
7.691.0333.634. 12411,325.157
92910,29712,719,27723,017.206

流 動 負 債 合

負   債    合

Ⅲ 正 味 財 産 の 部

般 正 味 財 産

味 財 産 合

の

一資

計

計

の

負

払

り

借

計

計

計

計

正

負

部

産

金金現

金通並
日

部債

債動

入期

I  資  産
流    動

債 及 び 正 味 財 産 合

金

金

金

等

等

預

預

入

費

弓|

合

△
ロ

能

産

収

払

不

資

産

収

動

未

前

徴

流

資

金

用

金当

負

　

未

預

短

未

未

流

■
一

税

税

費

人

消

法

払

払



式 16 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準によつています。

(1)固 定資産の減価償却の方法
rl)有形固定資産

建物 (建物附属設備は除く)

平成 19年 4月 1日 以降に取得 したもの 一定額法

建物以外

平成 19年 4月 1日 以降に取得 したもの一定率法

建物附属設備・構築物

平成28年 4月 1日 以降に取得したもの 一定額法

(2)無形固定資産

定額法。ただし、自社利用のソフ トウェアについては、社内における利用可能期間

(5年 )に基づく定額法。

' 消費税篭9令討1撃発ります。
~` 
耗込方式!¨ _

2.事 業別損益の状況

3.1施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

令和 7年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動壁△ 文化遺産と考古学の学際的調査研究機構

円 )

合計管理部門非収益部門公益共通 事業部門計理こ文化1`′ ,■‖調食科 日

45,618.343
12,46412.464

45,618,343
0

45,618,343

12.464 45,630,」Ω745.618.34345.618.343

261.3111

48,3611

2,058

51,055

135,399
851,700
0

12,930
26.328

32,915,020
853,200

33,767
12.700

104,537
7,200

48,361

10,230

51,055

83,175
841,700

306,900

853,200

12,700

104.537

7.200

261,31:|

2,058
0

52.224
10,000
0

2,700
26,328

32,608,120

261,311

2,700
26.328

32,608,120

2,058

33,767

52,224
10,000

35,315,5662,319,05832,996,50832,996,508
2.624.2082,624,208

7,691,033▲ 4,930,80212,621,83512,621,835

I 経常収益
事業収益

受取利息

経常収益計
]経 常費用
1ヽ)旅費交通費
通信運搬費

渉外慶弔費

光熱水料費

消耗品費
租税公課

印刷製本費
支払手数料
事務用品費
支払委託費

地代家賃
保険料
広報活動費

会議費

徴収不能引当金繰入額

経常費用計
法人税.住民税及び事業税

当期経常増減額

算定方注金額内容

無 し



4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は11,325,157円 ですが、そのうち0円 は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は11,325,157円 です。
(単

5.固 定資産の増減内訳

6 倍入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産
の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の核分方法

実費計上のため核分無 し

その他の事業に係る資産の状況

無し

円

備考当期減少額 期末残高当期増加額期首残高内容

無 し

合計 一一一一一一
期末帳簿価額減価償却累計額減少 期末取得価額取得期首取得価額科 目

無 し

合計

当期返済 期末残高当期借入期首残高科 目
1.872,344711,0731.660,912922,505
1,872,344711,071922.505 1,660,■ 12

短期借入金

合計

内、役員との

取引

内、近親者及
び支配法人と
の取引_

計算書類に計
上された金額

科 目

(活動計算書 )

無し

活動計算書計

(貸借対照表 )

無し

貸借対照表計



貝オ 産  目  録

令和 8年 3月 31日現在 (鰤

法人名 :特非)文化遺産と考古学の罰穀編曜鋼務機

事業名 :法人全体
(単位 : 円)

貸   借   対 照   表   科 _目 場 所 ・ 物 量 等 使   用 目  的  等 金 額

(流 動 資 産 )

普 通 預 金

未 収 入 金

前 払 費 用

徴 収 不 能 引 当 金

三井住友/=F言西日

テイケイトレード(掬

適転資金として

ヌリ正講容事判又益3月分他

ベンタブレット1台

売上債権に係る引当金

21.764.397

1,205,820

54. 189

△7、 200

流 動 資 産 合 計

資 産 計

( 流 動 負 債 )

未    払    金
預    り    金
短 期 借 入 金

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等

東京_じ刀拶曙

東京_じ

"筋
署

東京吐鯛薇醸屠

東京_巴滞協署

台京都税事務所

委言e自防費3月分他

源泉所得税

運転資金として

消費税

法人税

地方法人税

法人イ主助

法人事業税

23.017.206

23.017.206

6.361.981

6.124

1.872344

829,3∞

1.5942(X

l“,3∞

181.700

682. 100

流 動 負 債 合 計

負 債
△
計

11,692.049

11,692.049

11,325,157
正



書式第 18号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

令和 7年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの著についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

壺菫E宣型塵饉込
[望

`墨

1堅:当:豊宣:塾:四i壁:当l邑:壼左:墨i聾=_

1 確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チ ェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
Z各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1

・監事
ササキケンイチ

佐々木憲一

2025年

2026年

4月  1日

3月  31日

年

年

月

月

日

日

2 監事

オンベシン

遠部 慎

2025年

2026年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年  月  日

3
・監事

カワシマタカムネ

川島尚宗

2025年

2026年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年   月   日

4
・監事

シタオカヨリナオ

下岡 順直

2025年

2026年

4月  1日

3月  31日

年 月

月

日

日年

5
理事

ヤマモ トアサミ

山本麻美

2025年

2026年

4月  1日

3月  31日

年  月  日

年 月 日

6 理事・監事

年 月 日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年 月 日

8 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年   月 日

日年 月

9 理事・監事

年 月   日

月   日年

年  月  日

年 月 日

10 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

儘菫出型塵塑込
期回堕塾豊屋型準墨」華型理単薫___=_

氏    名

1 力1 穣

2 部 慎

3 川島 尚宗

4 河内 晋平

5 佐々木 憲一

6 下岡 順直

7 西村 曜子        

8 藤井 英樹

9 山田 俊輔

10 山本 麻美

11 以下余白

12




